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テーマ5　小課題番号5.2-2

　
超高層建築の防災計画・業務継続計画
工学院大学新宿校舎の施設管理費の研究
施設管理費、維持保全、改修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉田倬郎１＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1.研究背景と目的
既存の超高層建築の防災計画・業務継続計画を策定する際、新たな改修工事が伴うこととなり、そのための投資の時期と費用の計画が重要な課題である。本研究課題は、工学院大学新宿校舎の施設管理費についてその実態を詳細に把握し、工学院大学新宿校舎について防災計画・業務継続計画に伴う改修の検討のための基礎資料をとりまとめることを、基本的な目的としている。
具体的には、施設管理費を構成する工事項目を体系的に分類し、工事項目に対応する各年度の費用の構成、校舎全体および各工事項目の費用の経年推移、各年度の工事金額と工事件数のばらつきなどを分析し、維持保全関係の費用の特徴を把握し、修繕する部位や修繕の規模など維持保全の方針を決める際に役立つ基礎資料をとりまとめている。

2.分析対象
工学院大学の新宿校舎は、平成元年から供用されている、超高層校舎である。また、平成4年には中層棟が増築されている。これらに投じられた施設管理費に対し詳細な分析を行っている。

分析に用いた資料は、平成元年から平成２１年度まで(以後全年度という)の工学院大学新宿校舎工事台帳である。(以下、工事台帳と略す)。これには、学校法人工学院大学施設部施設管理課が管理している施設の管理費用が記載されている。表１は、「工学院大学新宿校舎工事台帳」より抽出した分析データシートの一部である。
表１　「工学院大学新宿校舎工事台帳」より抽出した分析データシートの一部
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工　事　項　目 工事金額 伝票 勘定科目

FAX用 電話交換機 部品一式 137,550

2001/11/13学法その他の機器備品

A-B111号室 ｺﾝｾﾝﾄ 増設工事 42,000

2001/5/12

管) 消耗機器備品費

2011号室 機器増設に伴う 電源工事 99,750

2001/6/13

管) 消耗機器備品費

1818、1817号室 ｺﾝｾﾝﾄ 増設工事 88,200

2001/6/13

管) 消耗機器備品費

21F 高天井管球 取替用脚立 34,650

2001/10/5

管) 消耗機器備品費

人事課用 ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ、ﾏｲｸ (1式) 50,400

2002/1/31

管) 消耗機器備品費

ﾌｧｸｼﾐﾘ 1台 (健康相談室に設置) 39,375

2002/2/23

管) 消耗機器備品費

4月分 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ 定期点検 144,375 2001/5/2管) 委託費

6月分 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ 定期点検 144,375 2001/7/4管) 委託費

10月分 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ 定期点検 144,375

2001/11/6

管) 委託費

1月分 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ 定期点検 144,375 2002/2/6管) 委託費

電動黒板 保守点検第1回 (年2回点検含む) 262,500

2001/10/24

管) 委託費

黒板定期ﾒﾝﾃﾅﾝｽ 一式 262,500 2002/3/7管) 委託費

避雷設備検査 (突針方式 2基) 一式 48,300 2002/2/7管) 委託費

4～6月分 自動扉 定期保守点検費 103,950 2001/7/4管) 委託費

7～9月分 自動扉 定期保守点検費 103,950 2001/9/5 管) 委託費

10～12月分 自動扉 定期保守点検費 103,950

2001/12/5

管) 委託費

14/1～3月分 自動扉 定期保守点検費 103,950

2002/3/22

管) 委託費

8/24 非常放送設備 保守点検費 (高層･中層棟) 999,600

2001/10/4

管) 委託費

3/14 非常放送設備 保守点検費 (高層･中層棟) 623,700

2002/3/22

管) 委託費

KG2-X型 非常用ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝA点検 1,260,000 2002/3/6管) 委託費

3月分 多重化装置設備 保守料 147,000 2001/4/4管) 委託費

4月分 多重化装置設備 保守料 147,000

2001/4/28

管) 委託費

5月分 多重化装置設備 保守料 147,000 2001/6/4 管) 委託費

平成13年度工事台帳（新宿）


分析データシートは、「工学院大学新宿校舎工事台帳」に基づき、工事項目・工事実施年月・工事金額・勘定科目・部門・目的・業者コードなどの項目を設け、発注単位ごとに施設管理費の情報をまとめたものである。

3.分析方法
「新宿校舎工事台帳」より抽出したデータシートを基に、以下の (１)～(４)の分析を行った。
(１) 工事台帳に記載されている工事項目を整理し、建築工事費、設備工事費、運用管理費、その他の4つに大きく分類し、これら４項目を大分類項目とした。さらに必要に応じて、細かく分類を行った。
 (２) (１)の分類に基づき、各年度の施設管理費の構成を把握し、分類項目ごとの工事金額、１㎡あたりの年間工事金額、光熱水費に関しては、新宿校舎を利用すると思われる構成員１人あたりの施設管理費等の経年推移を求め、各工事項目の経年推移を把握した。

(３)中分類項目について、工事金額の変動係数と工事件数の変動係数を基にクラスター分析を行い分類した。

 (４) (２)～(３)を基に、工学院大学新宿校舎の施設管理費の特徴について考察した。

なお、物価変動の影響を取り除くため、各工事金額に「国土交通省建設工事費デフレーター(平成17年度基準)」の中の、非住宅・非木造の建設工事費デフレーターを乗じて、補正を行った。

4.新宿校舎の施設概要と構成員
　工学院大学新宿校舎は、高層棟と中層棟によって構成されている。
㎡単価を計算する際に用いた延床面積は高層棟と中層棟の延床面積の合計の48,170㎡とした。また年平均を計算する際は、中層棟が竣工された平成４年度から２１年度までの平均をとった。

工学院大学新宿校舎の構成員の経年推移を図１に示す。工学院大学の構成員とは、大学の在学者、教員・職員等(学生職員・嘱託職員を除く)大学施設を常時利用している人員とする。工学院大学新宿校舎の在学者の内訳は、１部、２部の大学生、大学院生、専門学校生である。１部の大学生は、主に新宿校舎を利用すると考えられる各学部の３，４年生と平成１８年度に設立された情報学部の学生とした。大学院生数に関しては、新宿校舎と八王子キャンパスの両校舎を利用するため、単純に大学院生数の半分の数とした。専門学校生に関しては、平成４年度の中層棟竣工時まで、両国校舎を使用していたため、平成３年度までを0とした。新宿校舎の１年あたりの構成員の平均(H4-21)は5,259人/年で、人数が多かった平成８年度や平成10年度で約6,150人/年であり、平成10年度以降、減少傾向にあり、最も少なかった平成21年度は、4,143人/年であった。
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図１　新宿校舎の構成員の経年推移

5.施設管理費の大分類項目、中分類項目、小分類項目の構成項目

　表３に、施設管理費の工事項目を大分類、中分類、小分類に分類したものを示す。

大分類項目の中の、建築工事費については、中分類として部位別の項目を設け、部位が特定できないものに関しては、部位不詳という中分類項目としてまとめ、中分類項目の中で、細かな分類が必要なものについては、さらに小分類項目を設けた。設備工事費については、中分類として、設備種別の項目を設け、設備種別が特定できないものに関しては分類できない設備という中分類項目としてまとめた。そして小分類としては、設備を構成する部品等に対応した項目を設けた。

表３に示す分類は、公益社団法人ロングライフビル推進協会発行の「建築躯体・部材・設備等の耐用年数調査報告書」などを参考に、各工事項目に対して、部位や、設備の対応付けを行い、整理したものである。大分類項目の中の、その他は、本来の建築の維持保全や、運用には含まれない、研究教育用備品費など含んでいる。
表３　施設管理費を構成する工事項目の分類
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小分類（詳細）

扉 総合設備  設備関係保守･ 電気設備 その他の電気

ｼｬｯﾀｰ 厨房除害設備 空調設備 空調自動制御

窓 調理器具 空気清浄器

電気錠 給湯器 その他空調設

その他の鍵･錠 洗浄機 給排水衛生設

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 冷蔵庫 ｶﾞｽ設備

ｶｰﾃﾝ

その他の厨房設備

ｺﾞﾝﾄﾞﾗ設備

屋根および屋上 屋上 消火器 視聴覚設備

階段 誘導灯 実験設備

外壁 その他の防災設備 昇降機設備

天井 ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ 総合設備 管理ｼｽﾃﾑ

内壁 その他の放送設備 中央監視設備

柱 防犯設備  ﾋﾞﾙ設備

床 廃棄物等処理設備  その他の総合

その他および部 実験設備  実験機器  厨房設備 除害設備

給排水 分類できない設備  その他の厨房

ﾊﾟｯｷﾝ

DHC料金

防災設備 消防設備

ﾊﾞﾙﾌﾞ

電気料金

ﾊﾛｹﾞﾝ化物消

便器

水道料金

火災報知設備

その他の衛生器

具設備

燃料費

消火器

ﾎﾟﾝﾌﾟ

ｶﾞｽ料金

防排煙設備

その他の水槽･ﾀﾝｸ･ﾎﾟﾝﾌﾟ

害虫駆除

その他の防災

排水管

緑地管理

放送設備

その他の排水

管･蒸気管

ｴｽﾃｯｸ広場

廃棄物等処理

配管

日常清掃

ｺﾞﾐ処理

その他および給排水衛生設備機器備品

雨水配管

産業廃棄物処理

ﾌｨﾙﾀｰ

窓

汚泥処理

その他の空調

ｶｰﾃﾝ・ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ

実験廃水処理

換気設備

床

資源回収

ﾌｨﾙﾀｰ

外壁

空気環境測定

その他の空調ﾕ 空調器具 飲料水水質検査

Vﾍﾞﾙﾄ その他空調設

実験廃水水質検査

その他の空調 汚水槽 排水水質検査

照明  管球 その他の給排 その他環境検査

その他の照明 電気設備 家具

通信  防災設備 棚・書庫

電源･ｺﾝｾﾝﾄ 厨房設備 ｻｲﾝ・案内板

配線･ｹｰﾌﾞﾙ 実験設備 黒板・白板

感知器 自動扉 その他

制御盤･盤類 その他の扉 電話料金

弱電機器  ｼｬｯﾀｰ 回線料金

高圧機器  窓 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ使用料

その他および電気設備備品 

鍵･錠

銀行ｵﾝﾗｲﾝ使用料

ｶﾞｽ設備  ｺﾝｾﾝﾄ 情報ｼｽﾃﾑ

ｺﾞﾝﾄﾞﾗ設備  蓄電池 運搬・移転

AV機器  時計 解体・組立

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ 電源装置 設営

ｽｸﾘｰﾝ 電話交換機 備品

その他の視聴覚設備

避雷針 その他

昇降機設備 

無線通信補助設

備

電気設備 

その他

家具・ｻｲﾝ

建築関係保守･

点検

扉

通信費 建築関係保守･

点検

設備関係保守･

点検

電気設備

視聴覚設備 

廃棄物等処理費

建築関係

清掃

空調設備

空調機

空調ﾕﾆｯﾄ

環境検査

設備関係清掃

空調設備

その他および空

調設備備品

給排水衛生設

備

給排水･衛生設

備

衛生器具設備

光熱水費

水槽･ﾀﾝｸ･ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ

外構

排水管･蒸気管

建築工事費

開口部

設備工事費

運用管理費

厨房設備  鍵･錠

ｶｰﾃﾝ･ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ

防災設備 

放送設備 

設備工事費


6.新宿校舎における施設管理費の特徴

6-1.施設管理費の大分類項目別の年間工事金額の経年推移
図２は、新宿校舎における施設管理費の大分類項目別の年間工事金額の経年推移を示す。
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図２　新宿校舎における施設管理費の大分類項目別の年間工事金額の経年推移

全年度の新宿校舎の施設管理費の合計は、約121億円となり、1年あたりの平均額は、約6億1700万円/年で、１㎡あたりの年間工事金額は、13,392円/(㎡・年)であった。全年度の施設管理費の総額に大分類項目の占める割合は、建築工事費3％、設備工事費11％、運用管理費77％、その他9％である。

図２から、平成4、9～11、17年度に大きく工事金額がかかっていることがみてとれる。平成4年度は、中層棟竣工により、家具などを含むその他の項目に費用がかかっていた。平成9-11年度は、大規模な改修工事がいくつか行われ、また各フロアのＬＡＮ配線工事などの設備工事費にも大きな費用がかかっていた。平成17年度は、BEMSの導入や大規模なＡＶ設備の更新により、設備工事費に大きな費用がかかっていた。これら突発的に費用がかかる年度は6-7年の周期であった。また、平成18年度に、新教育体制という名目で、工学部第1部は、国際基礎工学科、電気工学科、電子工学科、情報工学科を廃止し、電気システム工学科、情報通信工学科を新設。また、情報学部を新設し、コンピュータ科学科、情報デザイン学科を設置。さらに、グローバルエンジニアリング学部を新設し、機械創造工学科を設置。工学部第2部電気電子情報工学科を情報通信メディア工学科に名称変更を行った。平成19年度の工事金額には、新教育体制対応としてそれらに関わる工事費が含まれたために大きな費用がかかっていた。

大きく工事金額がかかっている年以外の傾向をみると、平成13年度あたりから、徐々に減少傾向にあることがわかる。運用管理費は、各年度のばらつきが少なく、平成4年度をピークに減少傾向にあることがわかる。建築工事費、設備工事費、その他に関しては、各年度のばらつきが大きい。

6-2.建築工事費の構成と支出傾向

図３は、建築工事費の中分類項目別の年間工事金額の年間工事金額の経年推移を示す。

全年度の建築工事費の総額は、約4億円、1年あたりの平均額は、約2,200万円/年、１㎡あたりの年間工事金額は、473円/(㎡・年)となる。

建築工事費の内訳は、部位不詳の工事金額が１番大きく、平均で建築工事費全体の45％を占める。次いで、内壁、床、開口部に大きな金額がかかっており、それぞれ全年度の平均で26％、12％、11％を占めている。

図３から、平成9～10年度の間に特に大きな工事金額がかかっていることがみてとれる。平成9年度は、12階エレベーターホール新設工事などに大きな費用がかかり、平成10年度は、学生ホール新設やそれに伴う実験室の移転、また建築学科設計室施工工事などに、大きな費用がかかっていた。

部屋の新設や用途変更などに伴うレイアウトの変更などの改修工事に、部位不詳や内壁の項目にかかる費用が大きくかかっている傾向がある。
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図３　建築工事費の中分類項目別の年間工事金額の経年推移

6-3.設備工事費の構成と支出傾向

図４は、設備工事費の中分類項目別の年間工事金額の経年推移を示す。
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図４　設備工事費の中分類項目別の年間工事金額の経年推移
全年度の設備工事費の総額は、約13億万円 となり、1年あたりの平均額は、約6,960万円/年で、１㎡あたりの年間工事金額は、1,510円/(㎡・年)であった。

設備工事費の内訳は、電気設備が１番大きく、平均で設備工事費全体の32％を占める。次いで、空調設備、視聴覚設備、総合設備に大きな金額がかかっており、それぞれ全年度の平均で18％、16％、14％を占めている。

図4から、平成4、9～11、17、19年度に大きな金額がかかっていることがみうけられる。平成4年度は、ＡＶシステムの新設により視聴覚設備に、また中層棟竣工に伴う電話設備工事やＬＡＮ配線工事により、電気設備に大きな費用がかかっていた。平成4～11年度は、電話交換機取換工事や、構内のＬＡＮ配線工事、15階の情報演習室等の新設に伴う電気工事などの電気設備に、大きく費用がかかっていた。平成17年度は、BEMSの導入に１億4,500万円ほどかかっているため総合設備に、また大規模なＡＶ設備の更新を行ったため、視聴覚設備に大きな費用がかかっていた。

6-4.運用管理費の構成と支出傾向

　図５は、運用管理費の中分類項目別の年間工事金額の経年推移を示す。
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図５　運用管理費の中分類項目別の年間工事金額の経年推移

全年度の運用管理費の総額は、約98億2,600万円となり、1年あたりの平均額は、約4億9,370万円/年で、１㎡あたりの年間工事金額は、10,249円/(㎡・年)であった。

運用管理費の内訳は、光熱水費が1番大きく、平均で運用管理費全体の57％を占める。次いで日常清掃、設備関係保守・点検、廃棄物等処理費に大きな費用がかかっており、それぞれ全年度の平均で、18%、17％、4％を占めている。

運用管理費は、平成10年度をピークに減少傾向にあり、平成10年度と比べ平成21年度は約1億7,900万円削減している。また光熱水費が平成17～18年度にかけて3,480万円程度減少しているのは、平成17年度にBEMSを導入したことの効果である。日常清掃が、平成11年度から減少しているが、それは清掃面積を減らしたからである。

6-5.光熱水費の小分類項目別の構成と支出および使用量の傾向

　運用管理費の中分類項目である光熱水費は、全体施設管理費の中でも大きな金額を占めており、光熱水費に関しては小分類まで分析をおこなった。

図６は、光熱水費の小分類項目別の年間工事金額の経年推移を示す。全年度の光熱水費の総額は、約55億2,000万円となり、1年あたりの平均額は、約2億8,080万円/年で、１㎡あたりの年間工事金額は、5,830円/(㎡・年)であった。

光熱水費の内訳は、ＤＨＣ料金が1番大きく、平均で光熱水費全体の61％を占める。次いで電気料金、水道料金に大きな費用がかかっており、それぞれ全年度の平均で、31%、8％を占めている。

ＤＨＣ料金は、平成5年度まで増加し、その後平成10年度をピークに、多少上下しながら減少傾向にある。平成10年度と平成21年度のＤＨＣ料金を比べると、平成21年度の方が約5,000万円減少している。また平成17年度に導入されたBEMSにより、DHC料金、電気料金の導入前と導入後の年平均金額は、約4,000万円減少し15%の削減となった。
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図６　光熱水費の小分類項目別の年間工事金額の経年推移

またBEMSの効用を使用量の面でも考察をおこなった。図７に電気使用量とＤＨＣ使用量の経年推移を
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図７　電気使用量とＤＨＣ使用量の経年推移

示す。またＤＨＣ使用量の単位はcalであったが比較をおこなうためkwhに変換をおこなった。BEMS導入前の4年間と導入後の4年間の使用量の年平均を比べると、電気使用量は17％、ＤＨＣ使用量は22％、全体で19％削減されていた。
6-6.構成員１人あたりの光熱水費の傾向

　図８は、構成員１人あたりの光熱水費の経年推移を示す。

　１人あたりのＤＨＣ料金に関しては、平成７年度が一番低く、平成21年度が一番高い年度となっていて、増加傾向にある。また、平成13年度から、構成員の減少に比べ費用があまり下がっていないことからＤＨＣ料金は、人数が減っても料金を減らすのが難しい項目であると考えられる。

　１人あたりの電気料金に関しては、平成21年度は下がっているが、増加傾向にある。また平成10年度から、13年度にかけて大きく上がっているが、LAN配線工事が増えたことや、14階情報室施工などから学内に情報関係の設備が充実したということが原因だと考えられる
　１人あたりの水道料金に関しては、変動がほとんどないことから、水道料金と構成員に相関関係があると考えられる。
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図８　構成員１人あたりの光熱水費の経年推移

7工事金額、工事件数の変動係数を指標としたクラスター分析に基づく中分類項目の特徴

図10は、建築工事費、設備工事費、運用管理費、その他を構成する中分類項目別に全年度の発注された工事について、全年度の合計工事件数の変動係数と全年度の合計工事金額の変動係数の値をもとに、統計解析ソフト「Ｒ」を用い、ウォード法、ユークリッド距離によって、クラスタリングを行い作成したデンドログラムである。このデンドログラムを基にして、中分類項目を、Ａ群、Ｂ群、Ｃ群、Ｄ群の４グループに分類した。そのグループを、図11の散布図に図示し、そのグループを表４に示した。

図11は、図10の作成するにあたり用いた各中分類項目の工事件数の変動係数を横軸にとり、工事金額の変動係数を縦軸にとった散布図である。図11に示す番号は、図10に示す番号の中分類項目に対応している。
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図10　中分類項目別の工事件数の変動係数と工事金額の変動係数を基としたデンドログラム
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図11　中分類項目別にみる工事件数の変動係数(横軸)と工事金額の変動係数(縦軸)の散布図
図11から、建築工事費の開口部、内壁、床などはＢ群、それ以外の項目はＤ群に分類されていることが見うけられる。設備工事費は、Ｂ群、Ｃ群、Ｄ群にまたがっていることが見うけられた。運用管理費は、工事金額、工事件数共にばらつきが非常に小さく、ほとんどの項目が、Ａ群に分類され建築の清掃や保守・点検はＢ群に分類された。その他は、各群にまたがって分類された。
表４　中分類項目別の工事件数の変動係数と工事金額の変動係数を基にクラスタリングしたデンドログラムから中分類項目をタイプ別に分けた表
[image: image13.emf]建築工事費 設備工事費 運用管理費 その他

光熱水費 通信費

外構 設営

日常清掃

設備関係清掃

設備関係保守･点検

廃棄物等処理費

環境検査

開口部 空調設備 建築関係清掃 備品

内壁 電気設備

建築関係保守･点検

床 防災設備

放送設備

防犯設備

給排水･衛生設備

家具･ｻｲﾝ

ｺﾞﾝﾄﾞﾗ設備 運搬･移転

視聴覚設備 解体･組立

昇降機設備 その他

厨房設備

実験設備

屋根および屋上 ｶﾞｽ設備 情報ｼｽﾃﾑ

階段 総合設備

外壁

廃棄物等処理設備

天井

分類できない設備

柱

その他および部位不詳

B

C

D

A


Ａ群には、それぞれの変動係数が小さいグループで、運用管理費のほとんどの項目、またその他の、通信費などが分類され、Ａ群は、ばらつきの少ない費用が定期的にかかる項目が分類された。

　Ｂ群には、建築工事費、設備工事費の中で工事頻度の多い、開口部、内壁、電気設備、空調設備など、運用管理費の建築関係の清掃や保守・点検などが分類され、Ｂ群は、Ａ群よりも少しばらつきのある項目が分類された。

　Ｃ群には、給排水衛生設備や視聴覚設備など、工事件数はそこまで少なくないが、突発的に多額の費用がかかっている項目と、昇降機設備や実験設備など、工事件数は非常に少ないが金額が突出した年度でもあまり高い費用がかかっていない項目が分類された。

　Ｄ群には、屋根および屋上、柱、などの工事件数が非常に少なく、全く工事をおこなっていない年度が多い項目か、その他および部位不詳、総合設備など、工事件数が少なく突発的に多額の費用がかかっている項目が分類された。
8.まとめ

全年度の新宿校舎の施設管理費の合計は、約115億円となり、1年あたりの平均額は、約5億7500万円/年で、１㎡あたりの年間工事金額は、12,512円/(㎡・年)であった。全年度の施設管理費の総額に大分類項目の占める割合は、建築工事費3％、設備工事費11％、運用管理費77％、その他9％である。また施設管理費は、平成４、10、17年度に費用が突出していることから、６-７年の周期で大きな費用がかかっていた。

光熱水費は減少傾向にある。また平成17年度に導入されたBEMSにより、ＤＨＣ料金、電気料金の導入前と導入後の年平均金額は、約4,000万円減少し15%の削減となった。使用量の年平均を比べると、電気使用量は17％、ＤＨＣ使用量は22％、電気使用量、ＤＨＣ使用量を合わせたものでは19％削減されていた。しかし、構成員１人あたりの電気料金、ＤＨＣ料金は増加傾向にあった。水道料金に関しては、構成員と相関関係がみられた。
各中分類項目の工事金額の変動係数と工事件数の変動係数を基としたクラスター分析から、各中分類項目の特徴をえることができた。

　以上の分析は、工学院大学新宿校舎の施設投資について、活用していただけるものと考えられる。また、超高層建築の防災計画・業務継続計画に関連しては、特に長周期地震への対応に関わる改修を今後の維持保全計画にいかに組み込むかの検討の下地を構築できたという位置づけになる。他の課題の成果を踏まえ、検討を進めたい。
　１＊　：工学院大学工学部建築学科教授
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